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４．研究目的、背景および当初の目標 

強度変調放射線治療(Intensity-Modulated Radiation Therapy: IMRT)における線量検証(Dosimetric Quality 

Assurance: DQA)に関する施設間格差をアンケートまたは出張調査により把握する．また，その結果より，IMRT 

DQA における測定法・測定機器に応じた判定基準の標準化に関する指針を策定する． 

 

 

５．研究成果概要：得られた成果 

以下の 6 項目から成るアンケートを IMRT 実施施設に配布し，その回答結果を集計した．(1)IMRT に関する臨床

状況，(2)治療計画装置・治療装置・ファントム・CT 撮影，(3)吸収線量検証，(4)線量分布検証，(5)フルエンス分

布検証，(6)IMRT DQA 結果の判定基準． 

 

IMRT を実施している 129 施設より回答を得

た．下図にアンケートに回答してくださった施

設の分布を示す(図 1)．日本白地図内の数

値は回答をいただいた施設数である． 

 

結果の一部を紹介する． 

100施設(77.5%)がIMRT DQAの実施担

当者を3人以上確保できていたが，品質管

理を専ら担当する人数は94施設(72.9%)で

1人以下であり，多くの施設でIMRT DQA

は他の業務と兼務しながら実施されてい

ることがわかった． 

線 量 計 算 ア ル ゴ リ ズ ム は ， AAA や

Superposition などの不均質補正も考慮した

比較的計算精度の良い第四世代の計算ア

ルゴリズムが 85%以上の施設で使用されて

いた．IMRT照射法は，いずれの部位におい

ても Dynamic MLC が約半数を占めていた．

次 い で Segmental IMRT ， VMAT ，

Tomotherapy であった．吸収線量検証の全

門評価は122施設(94.6%)以上で実施されて

いた．各門評価の実施は 80 施設(62.0%)程度であった．線量分布検証に関して，各部位における全門評価は

116 施設(89.9%)以上で，各門評価は 65 施設(50.4%)程度で実施されていた．検証ツールはガフクロミックフィル

ムが主流であった．評価は 116 施設(89.9%)以上がガンマ解析，103 施設(79.8%)以上が視覚的評価にて実施し

ていた．ガンマ解析の判定基準は(線量差/DTA)=(3%/3mm)，パス率 90%以上としている施設が最も多かった．

フルエンス検証は 28 施設(21.7%)で実施されており，その評価は主にガンマ法であった． 

DQA 結果の判定基準としては，文献，学会推奨値等により設定しているが最も多く，次いで施設独自，他施設を

参考に決められることが多かった．判定基準の根拠は蓄積した DQA 結果を基に施設独自の基準を設定すること

が望まれるが，施設独自の判断基準を設けている施設は 60 施設(46.5%)にとどまった．これは，IMRT を始めて



 

3 

 

間もない施設は症例数が蓄積されておらず，施設独自の基準を設けることができないことが原因であると考えら

れる．また，122 施設(94.6%)が何らかの情報を参考にして判断基準を設定していることがわかった．IMRT DQA

結果判定基準の逸脱原因としては，測定位置の不備が最も多く，次いで人為的ミス，測定機器の不具合であっ

た． 

その他の結果に関しては，出版予定の supplement を参考にされたい． 
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７．今後の課題と展開 

アンケート集計結果をまとめた報告書(2014 年 2 月 28 日時点で 215 ページ)を作成した．報告書を JSMP 冊子の

supplement として出版していただくよう，JSMP 事務局に連絡した．その結果，2013 年 12 月 9 日に以下の回答を

いただいた． 

 

【回答】 

＜課題研究報告書の supplement の件＞ 

研究課題での研究成果をガイドライン等として出版を希望される場合、「ガイドライン出版の提案」として目次、概

要、おおよそのページ数、公表法（冊子体、WEB 公開）を含む提案を事務局あて提出下さい。これを受けて理事

会が審議します。ガイドラインとして出版の必要があると承認された後、QA 委員会等の専門家が査読します。そ

の上で、学会の費用で出版されます。 

 

以上の回答を得て，2014 年 2 月 28 日に報告書および提案を JSMP 事務局に提出した． 
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８．研究費の使途 

 

＜略＞ 

受入決定額の 10%は次ページのごとく控除される． 

 

 

 

９．特記事項 

特になし 


